３　昭和２５年度以降の府税の税率等の推移
（自動車取得税）

	
	自動車取得税

	昭和25年度
	

	昭和26年度
	

	昭和27年度
	

	昭和28年度
	

	昭和29年度
	

	昭和30年度
	

	昭和31年度
	

	昭和32年度
	

	昭和33年度
	

	昭和34年度
	

	昭和35年度
	

	昭和36年度
	

	昭和37年度
	

	昭和38年度
	

	昭和39年度
	

	昭和40年度
	

	昭和41年度
	

	昭和42年度
	

	昭和43年度
	道路目的税として創設
税率

3％

免税点

10万円

	昭和44年度
	免税点

15万円

	昭和45年度
	

	昭和46年度
	

	昭和47年度
	

	昭和48年度
	

	昭和49年度
	免税点

昭和49.4.1～昭和51.3.31の取得については


30万円

税率

昭和49.4.1～昭和51.3.31の間の軽自以外の自家用の取得については
5％
昭和49.4.1～９.30の間の低公害車の取得については、1％減とする。

	昭和50年度
	税率

昭和50.4.1～昭和51.3.31の低公害車の取得については、2％減とする。

	昭和51年度
	免税点

昭和53.3.31までの取得については


30万円

税率

昭和53.3.31までの軽自以外の自家用の取得については

5％
昭和52.3.31までの電気自動車の取得については、2％を軽減する。

	昭和52年度
	税率

昭和53.3.31までの53年度規制適合車の取得にあっては0.25/100（電気自動車にあっては2/100）を、昭和53.4.1から昭和53.8.31までの53年度規制適合車の取得にあっては0.125/100（電気自動車にあっては昭和54.3.31までの取得に対しては2/100）を軽減する。

	昭和53年度
	軽自以外の自家用の自動車に対する税率の特例措置（3％→5％）及び免税点の特例措置（15万円→30万円）の適用期限昭和55.3.31まで延長する。

	昭和54年度
	昭和56.3.31までの電気自動車の取得については、2％軽減する。

	昭和55年度
	軽自以外の自家用の自動車に対する税率の特例措置（3％→5％）及び免税点の特例措置（15万円→30万円）の適用期限昭和58.3.31まで延長する。

	昭和56年度
	昭和58．3.31までの電気自動車の取得については、2％を軽減する。

	昭和57年度
	

	昭和58年度
	①軽自以外の自家用の自動車に対する税率の特例措置（3％→5％）及び免税点の特例措置（15万円→30万円）の適用期限を昭和60.3.31まで延長する。
②昭和60.3.31までの電気自動車の取得については、2％を軽減する。

	昭和59年度
	

	昭和60年度
	①軽自以外の自家用の自動車に対する税率の特例措置（3％→5％）及び免税点の特例措置（15万円→30万円）の適用期限を昭和63.3.31まで延長する。
②昭和62.3.31までの電気自動車の取得については、2％を軽減する。

	昭和61年度
	昭和63.3.31までのメタノール自動車の取得については、2％を軽減する。

	昭和62年度
	①平成元.3.31までの電気自動車の取得については、2％を軽減する。
②昭和63.11.30までの63年排ガス規制適合車の取得については、100分の0.25を、昭和63.12.１から平成元.4.30までの取得については、100分の0.125を軽減する。

	昭和63年度
	①軽自以外の自家用の自動車に対する税率の特例措置（3％→5％）及び免税点の特例措置（15万円→30万円）の適用期限を平成5.3.31まで延長する。
②平成2.3.31までのメタノール自動車の取得については、2％を軽減する。
③平成元.9.30までの元年排ガス規制適合車の取得については100分の0.25を、平成元.10.１から平成2.2.28までの取得については100分の0.125を軽減する。

	平成元年度
	①乗用車普通自動車と小型自動車との車種区分廃止


営業用

7,500円～40,700円（総排気量1リットル以下～6リットル超）


自家用

29,500円～111,000円（総排気量1リットル以下～6リットル超）
②電気自動車の税率を、昭和58年度の税率に改める。（平成2年度まで）
③平成2年排ガス規制適合者の税率を、昭和58年度の税率に改める。（平成2年度まで）

	平成2年度
	①昭和54年排ガス規制前のディーゼルトラック・バスを廃車して新たに買い換えた昭和63年又は平成元年排ガス規制適合のトラック・バスの税率を現行税率の2分の1に改める。（平成3年度まで）
②メタノール自動車の税率を、昭和58年度の税率に改める。（平成3年度まで）

	平成3年度
	電気自動車の税率を、昭和58年度の税率に改める。（平成4年度まで）

	平成4年度
	①昭和54年排ガス規制前のディーゼルトラック・バスを廃車して新たに買い換えた昭和63年以降の排ガス規制適合のトラック・バスの税率を現行税率の2分の1とする。（平成5年度まで）
②メタノール自動車の税率を、昭和58年度の税率とする。(平成5年度まで)
③エネルギー回収方式のハイブリッド自動車の税率を、メタノール自動車に係る軽減税率と同じ税率とする。(平成5年度まで)

	平成5年度
	①軽自動車以外の自家用の自動車の取得に係る税率を5％(本則3％)とし、取得に係る免税点を50万円(本則15万円)とする特例措置の適用期限を平成10.3.31まで延長する。
②電気自動車の取得に係る税率の軽減措置の適用期限を平成７.3.31まで延長する。
③平成7.3.31までの天然ガス自動車の取得について2％を軽減する。
④ＮＯｘ法の特定地域における一定の自動車の買い換えについて、現行税率から、下表に掲げる率を控除した率に軽減する。


（取得の時期）
（控除する率）
平成5.4.15から平成7.3.31
2.3％
平成7.4.1から平成9.3.31
1.9％
平成9.4.1から平成11.3.31
1.5％
平成11.4.1から平成13.3.31
1.2％
⑤平成6.9.30までの平成6年自動車排出ガス規制適合車の取得について1％を、平成7.2.28までの取得について0.1％を軽減する。

	平成6年度
	①平成8.3.31までのメタノール自動車の取得については2％軽減する。
②平成8.3.31までのエネルギー回収方式のハイブリッド自動車の取得については、2％軽減する。
③平成6.4.1から平成7.8.31までの間、平成7年制動装置保安基準に適合しないトラクタ・トレーラを廃車して新たに買い換えた基準適合のトラクタ・トレーラの取得については、0.3％を軽減する。

	平成7年度
	平成9.3.31までの電気自動車、天然ガス自動車、メタノール自動車及びエネルギー回収方式のハイブリッド自動車の取得については、2.2％を軽減する。

	平成8年度
	①平成9年自動車排出ガス規制に適合する自動車の取得については、その税率を現行税率から次に掲げる率を控除した率に軽減する。

（取得の時期）

（控除する率）

平成8.4.1から平成9.9.30
100分の1

平成9.10.1から平成9.3.31
100分の0.1
②電気自動車、天然ガス自動車及びメタノール自動車の取得に係る税率の特例措置については、現行税率から控除する率を100分の2.4（改正前100分の2.2）とする。

	平成9年度
	①電気自動車、天然ガス自動車、メタノール自動車、エネルギー回収式のハイブリッド自動車の取得に係る税率の軽減措置の適用期限を平成11.3.31まで延長する。
②平成10年自動車排出ガス規制に適合する自動車の取得については、その税率を現行税率から次に掲げる税率を控除した率に軽減する。

（取得の時期）

（控除する率）

平成9.4.1から平成10.9.30
100分の1

平成10.10.１から平成11.２.28
100分の0.1

	平成10年度
	①自家用自動車（軽自動車を除く。）に係る税率の特例措置の適用期限を平成15.3.31まで延長することとする。
②ハイブリッド自動車の取得に係る税率の特例措置の範囲を次のとおり拡充する。・バス・トラック2.4％軽減・その他の自動車2％軽減
③平成11年自動車排出ガス規制に適合する自動車の取得については、その税率を現行税率から次に掲げる税率を控除した率に軽減する。

（取得の時期）

（控除する率）

平成10.4.1から平成11.9.30
100分の1

平成11.10.１から平成12.2.29
100分の0.1

	平成11年度
	①電気自動車、天然ガス自動車及びメタノール自動車の取得に係る税率の特例措置については、現行税率から100分の2.7を控除した率に軽減する。
②ハイブリッド自動車の取得に係る税率の特例措置については、現行税率から次に掲げる率を控除した率に軽減する。・バス・トラック100分の2.7・その他の自動車100分の2.2
③平成12年自動車排出ガス規制に適合する自動車の取得については、その税率を現行税率から次に掲げる税率を控除した率に軽減する。

（取得の時期）

（控除する率）

平成11.4.1から平成12.9.30
100分の1

平成12.10.１から平成13.2.28
100分の0.1
④一定の基準を満たす低燃費自動車の取得については、当該取得が平成11.4.1から平成13.3.31までの間に行われたときに限り、自動車取得税の課税標準について取得価格から30万円を控除して得た額とする。

	平成12年度
	①ハイブリッド自動車の取得に係る税率の特例措置を１年間延長する。
②平成13年自動車排出ガス規制に適合する自動車の取得については、その税率を現行税率から次に掲げる税率を控除した率に軽減する。

（取得の時期）

（控除する率）

平成12.4.1から平成13.9.30
100分の1

平成13.10.１から平成14.2.28
100分の0.1

	平成13年度
	①自動車NOx法の改正に伴い、改正後の同法の特定地域において、一定の特定自動車排出基準不適合車を廃車し、最新の自動車排出ガス基準適合車に買い換えた場合については、その税率を現行税率から次に掲げる税率を控除した率に軽減する。

（取得の時期）

（控除する率）

平成14.3.2から平成15.3.31
100分の2.3

平成15.4.1から平成17.3.31
100分の1.9

平成17.4.1から平成19.3.31
100分の1.5

平成19.4.1から平成21.3.31
100分の1.2
②自動車NOx法及び改正後の同法の特定地域の外において、一定の特定自動車排出基準不適合車を廃車し、最新の自動車排出ガス基準適合車に買い換えた場合についても、その税率を現行税率から次に掲げる税率を控除した税率に軽減する。

（取得の時期）

（控除する率）

平成13.4.1から平成15.3.31
100分の0.5
③平成14年自動車排出ガス規制に適合する自動車の取得については、その税率を現行税率から次に掲げる税率を控除した税率に軽減する。

（取得の時期）

（控除する率）

平成13.4.1から平成14.9.30
100分の1

平成14.10.１から平成15.2.28
100分の0.1

	平成14年度
	①平成15年自動車排出ガス規制に適合する自動車の取得については、その税率を現行税率から次に掲げる率を控除した率に軽減する。

（取得の時期）

（控除する率）

平成14.4.1から平成15.9.30
100分の１

平成15.10.１から平成16.2.29
100分の0.1

	平成15年度
	①自家用自動車（軽自動車を除く。）に係る税率の特例措置の適用期限を平成20.3.31まで延長。
②電気自動車（燃料電池自動車を除く。）、天然ガス自動車、メタノール自動車及びハイブリッド自動車に係る税率の特例措置を２年延長
③超低粒子状物質排出ディーゼル車認定制度に基づき認定を受けた自動車に係る税率を100分の1.5を軽減する特例措置を２年間に限り講じる。
④平成16年度自動車排出ガス規制に適合した自動車について、税率から当該自動車の取得が平成15.4.1から平成16.9.30までの間に行われたときは100分の１を軽減する特例措置を講じる。
⑤一定の低燃費基準を満たす自動車に係る課税標準の特例措置について、対象を最新排出ガス規制値より75％以上排出ガス性能の良い一定の低燃費基準を満たす自動車（ＬＰＧ車含む。）に限定したうえ、１年延長。

	平成16年度
	①平成17年自動車排出ガス規制に適合した自動車（ディーゼル車に限る。）について、当該自動車の取得が平成16.4.1から平成17.9.30までの間に行われたときは以下の特例措置を講じる。
・平成17年自動車排出ガス規制に適合した自動車（ディーゼル車に限る。）のうち、乗用車を除く自動車について、税率から、100分の２を軽減する。
・平成17年自動車排出ガス規制に適合した自動車（ディーゼル車に限る。）のうち、乗用車について、税率から100分の１を軽減する。
②自動車Noｘ・PM法対策地域内廃車代替特例に、平成17年自動車排出ガス規制適合車を追加
③②のうち、ディーゼル車のトラック、バス等について、税率から当該自動車の取得が平成16.4.1から平成17.9.30までの間に行われたときは、100分の2.1を軽減する。

	平成17年度
	①電気自動車、天然ガス自動車、メタノール自動車及びハイブリッド自動車に係る税率の特例措置を２年延長する。
②平成17年度自動車排出ガス規制に適合した自動車（ディーゼル車に限る。）のうち、乗用車を除く自動車について、当該自動車の取得が平成17.10.1から平成18.3.31までの間に行われたときは税率から100分の１控除
③超低粒子状物質排出ディーゼル車認定制度に基づき認定を受けた自動車に係る税率を100分の1.5軽減する特例措置を廃止
④平成16年自動車排出ガス規制に適合した自動車の取得に係る税率の特例措置を廃止

	平成18年度
	

	平成19年度
	　電気自動車等の低公害車に係る自動車取得税の特例措置について、より環境負荷の小さい自動車に重点化するなど所要の見直しを行った上、適用期限を２年延長する。メタノール自動車は、国内販売がないため期限到来により廃止。

要件見直し

税率

自家用

営業用

電気自動車

―

２．３％

０．３％

ＣＮＧ（圧縮天然ガス自動車）

排出ガス要件を付加

ハイブリッド自動車（バス・トラック）

排出ガス・燃費要件を付加

ハイブリッド自動車（乗用車）

３％
１％



	平成20年度
	①軽自動車以外の自家用の自動車の取得に係る税率を5％(本則3％)とし、取得に係る免税点を50万円(本則15万円)とする特例措置の適用期限を平成30.3.31まで延長する。

②環境負荷の小さい自動車に重点化するなど所要の見直し
区分

取得日

営業自動車及び

軽自動車
自家用

自動車

クリーンディーゼル乗用車特例

車両総重量３．５ｔ以下のディーゼル乗用車で、平成２１年排出ガス基準達成車
H20.5.1～H21.9.30
%
%
２．０

４．０

H21.10.1～H22.3.31
２．５
４．５
大型ディーゼル車特例（総重量が３．５ｔを超えるディーゼルトラック・バス等）

「平成２７年度重量車燃費基準達成」かつ「平成２１年重量車排出ガス基準達成車」
車両総重量

３．５ｔ超１２ｔ以下
H20.5.1～H22.3.31
１．０
３．０
車両総重量１２ｔ超
H20.5.1～H21.9.30
１．０
３．０
H21.10.1～H22.3.31
２．０
４．０
③低燃費車特例

平成20年5月１日から平成22年3月31日までに

自動車を新規登録した場合
燃費基準+１５％達成

燃費基準+２５％達成

平成17年度排出ガス基準値より

75％以上性能がよい自動車
取得価格から１５万円控除
取得価格から３０万円控除



